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　　条　　　　　　　例　　

　奈良市長の退職手当の特例に関する条例をここに公布す
る。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第１号
　　　奈良市長の退職手当の特例に関する条例
（趣旨)
第１条　この条例は、市長の退職手当の特例について定め
るものとする。
（市長の退職手当の特例）
第２条　平成２５年７月３１日において市長の職にあった者
（以下「市長」という。）の同日を含む任期に係る退職
手当は、奈良市特別職の職員の給与に関する条例（昭和
２７年奈良市条例第２９号）第７条の規定にかかわらず、こ
れを支給しない。
　　　附　則
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
（この条例の失効）
２　この条例は、市長が退職した日限り、その効力を失う。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市総合福祉センター条例の一部を改正する条例をこ
こに公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第２号

奈良市総合福祉センター条例の一部を改正する条例
　奈良市総合福祉センター条例（昭和５９年奈良市条例第１１
号）の一部を次のように改正する。
　第１条中「身体障害者、知的障害者及び精神障害者（以
下「障がい者」という。）」を「障がい者（障害者の日常生
活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年
法律第１２３号。以下「法」という。）第４条第１項の障害者
及び同条第２項の障害児をいう。以下同じ。）」に改める。
　第９条第１号中「障害者の日常生活及び社会生活を総合
的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」
という。）」を「法」に改める。
　　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。

（平成２６年３月２６日掲示済）
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　奈良市青少年問題協議会条例の一部を改正する条例をこ
こに公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第３号

奈良市青少年問題協議会条例の一部を改正する条例
　奈良市青少年問題協議会条例（昭和４０年奈良市条例第６
号）の一部を次のように改正する。
　第３条中第３項を第５項とし、第２項を第３項とし、同
項の次に次の１項を加える。
４　委員は、規則で定める者のうちから市長が委嘱し、又
は任命する。
　第３条第１項の次に次の１項を加える。
２　会長は、市長をもつて充てる。
　　　附　則
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　
　奈良市社会教育委員に関する条例の一部を改正する条例
をここに公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第４号

奈良市社会教育委員に関する条例の一部を改正する
条例

　奈良市社会教育委員に関する条例（昭和３９年奈良市条例
第２８号）の一部を次のように改正する。
　第２条の見出しを「（組織）」に改め、同条第１項中「２０
人」を「１６人以内」に改め、同条中第３項を第４項とし、
第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。
２　委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱
し、又は任命する。
敢　学校教育の関係者
柑　社会教育の関係者
桓　家庭教育の向上に資する活動を行う者
棺　学識経験のある者

　　　附　則
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を改正
する条例をここに公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第５号

奈良市特別職の職員の給与に関する条例等の一部を
改正する条例

（奈良市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正）
第１条　奈良市特別職の職員の給与に関する条例（昭和２７
年奈良市条例第２９号）の一部を次のように改正する。

　　別表を次のように改める。
　別表（第４条関係）

（教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条
例の一部改正）
第２条　教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関す
る条例（昭和４５年奈良市条例第８号）の一部を次のよう
に改正する。
　　第３条中「７９２，０００円」を「７３３，０００円」に改める。
（奈良市常勤の監査委員の給与に関する条例の一部改
正）
第３条　奈良市常勤の監査委員の給与に関する条例（平成
４年奈良市条例第２号）の一部を次のように改正する。
　　第３条中「６３５，０００円」を「５８６，０００円」に改める。
（奈良市水道事業の管理者の給与に関する条例の一部改
正）
第４条　奈良市水道事業の管理者の給与に関する条例（昭
和４１年奈良市条例第２９号）の一部を次のように改正する。
　　第３条中「７９２，０００円」を「７３３，０００円」に改める。
　　　附　則
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般
職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部
を改正する条例をここに公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第６号

奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市
一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する
条例の一部を改正する条例

（奈良市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正）
第１条　奈良市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２
年奈良市条例第２１号）の一部を次のように改正する。
　第４１条第２項及び第４２条第２項中「６８０円」を「７００円」
に改める。
　附則第１７項中「及び附則第２２項」を「、附則第２２項及
び第２５項」に改める。
　附則に次の１項を加える。
（給料月額の特例）

２５　平成２６年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に
おいては、給料表の適用を受ける職員の給料月額の支
給に当たつては、同表、第７条の２、附則第１８項及び
改正条例附則第８項の規定にかかわらず、次の各号に
掲げる職員の区分に応じ、給料表の額（附則第１８項に
規定する特定職員にあつては、同項第１号の規定によ
り計算した額）から、給料表の額（附則第１８項に規定
する特定職員にあつては、同項第１号の規定により計

給　料　月　額職　　　　　名

１，０４８，０００円市長

８８５，０００円副市長
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算した額）に当該各号に定める割合を乗じて得た額に
相当する額を減ずる。ただし、第１６条第２項から第４
項まで、第２０条、第２２条第２項、第２４条第４項及び第
５項（第２５条第４項において準用する場合を含む。）
並びに第２５条第３項並びに附則第１８項第２号から第４
号まで並びに奈良市職員の退職手当に関する条例第３
条から第５条の３まで及び第７条の規定を適用する場
合における給料月額（第１０条に規定する勤務１時間当
たりの給与額の算出の基礎となる場合を除く。）は、給
料表の額とする。
敢　職務の級が１級から５級までの職員　１００分の２
柑　職務の級が６級の職員　１００分の４
桓　職務の級が７級の職員及び職務の級が８級の職員
でその支給される管理職手当の額が７４，８００円以下の
もの　１００分の５
棺　職務の級が８級の職員でその支給される管理職手
当の額が７４，８００円を超えるもの並びに職務の級が９
級及び１０級の職員　１００分の６

（奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関
する条例の一部改正）
第２条　奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例
に関する条例（平成２４年奈良市条例第９号）の一部を次
のように改正する。
附則第２項中「及び次項」を「、次項及び第６項」に
改める。
附則に次の１項を加える。
（給料月額の特例）
６　平成２６年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に
おいては、特定任期付職員の給料月額の支給に当たっ
ては、給料表の規定にかかわらず、次の各号に掲げる
職員の区分に応じ、給料表に規定する額から、給料表
の額に当該各号に定める割合を乗じて得た額に相当す
る額を減じる。ただし、給与条例第１６条第２項から第
４項まで、第２０条、第２４条第４項及び第５項並びに奈
良市職員の退職手当に関する条例第３条から第５条の
３まで及び第７条の規定を適用する場合における給料
月額は、給料表の額とする。
敢　給料表の号給が１号給の職員　１００分の４
柑　給料表の号給が２号給及び３号給の職員　１００分
の５
桓　給料表の号給が４号給から６号給までの職員　
１００分の６

　　　附　則
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条
例をここに公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第７号

奈良市職員の退職手当に関する条例の一部を改正す
る条例

　奈良市職員の退職手当に関する条例（昭和５９年奈良市条
例第６号）の一部を次のように改正する。
　第３条第１項中「給料月額」を「退職日給料月額」に改
め、同条第２項中「よらず」の次に「、かつ、第１０条第８
項に規定する認定を受けないで」を加え、「を含む」を「及
び傷病によらず、地方公務員法第２８条第１項第１号から第
３号までの規定による免職の処分を受けて退職した者を含
む。以下この項及び第７条の４第４項において「自己都合
等退職者」という」に、「その者が」を「自己都合等退職
者が」に改める。
　第４条第１項を次のように改める。
　１１年以上２５年未満の期間勤続した者であつて、次に掲
げるものに対する退職手当の基本額は、退職日給料月額
に、その者の勤続期間の区分ごとに当該区分に応じた割
合を乗じて得た額の合計額とする。
敢　地方公務員法第２８条の２第１項の規定により退職し
た者（同法第２８条の３第１項の期限又は同条第２項の
規定により延長された期限の到来により退職した者を
含む。）
柑　その者の事情によらないで引き続いて勤続すること
を困難とする理由により退職した者で任命権者が市長
の承認を得たもの
桓　第１０条第８項に規定する認定（同条第１項第１号に
係るものに限る。）を受けて同条第１３項第３号に規定す
る退職すべき期日に退職した者

　第４条に次の１項を加える。
３　第１項に規定する勤続期間の区分及び当該区分に応じ
た割合は、次のとおりとする。
敢　１年以上１０年以下の期間については、１年につき
１００分の１２５
柑　１１年以上１５年以下の期間については、１年につき
１００分の１３７．５
桓　１６年以上２４年以下の期間については、１年につき
１００分の２００

　第５条の見出し中「整理退職等」を「２５年以上勤続後の
定年退職等」に改め、同条第１項を次のように改める。
　次に掲げる者に対する退職手当の基本額は、退職日給
料月額に、その者の勤続期間の区分ごとに当該区分に応
じた割合を乗じて得た額の合計額とする。
敢　２５年以上勤続し、地方公務員法第２８条の２第１項の
規定により退職した者（同法第２８条の３第１項の期限
又は同条第２項の規定により延長された期限の到来に
より退職した者を含む。）
柑　地方公務員法第２８条第１項第４号の規定による免職
の処分を受けて退職した者
桓　第１０条第８項に規定する認定（同条第１項第２号に
係るものに限る。）を受けて同条第１３項第３号に規定す
る退職すべき期日に退職した者
棺　公務上の傷病又は死亡により退職した者
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款　２５年以上勤続し、その者の事情によらないで引き続
いて勤続することを困難とする理由により退職した者
で任命権者が市長の承認を得たもの
歓　２５年以上勤続し、第１０条第８項に規定する認定（同
条第１項第１号に係るものに限る。）を受けて同条第１３
項第３号に規定する退職すべき期日に退職した者

　第５条に次の１項を加える。
３　第１項に規定する勤続期間の区分及び当該区分に応じ
た割合は、次のとおりとする。
敢　１年以上１０年以下の期間については、１年につき
１００分の１５０
柑　１１年以上２５年以下の期間については、１年につき
１００分の１６５
桓　２６年以上３４年以下の期間については、１年につき
１００分の１８０
棺　３５年以上の期間については、１年につき１００分の１０５
　第５条の３の表以外の部分中「第５条第１項」を「第４
条第１項第３号及び第５条第１項（第１号を除く。）」に、
「２５年以上」を「２０年以上」に、「１０年」を「１５年」に、
「同項」を「第４条第１項、第５条第１項」に改め、同条
の表読み替える規定の欄中「第５条第１項」を「第４条第
１項及び第５条第１項」に改め、同表読み替える字句の欄
中「１００分の２」を「１００分の３（退職の日において定めら
れているその者に係る定年と退職の日におけるその者の年
齢との差に相当する年数が１年である職員にあつては、
１００分の２）」に改める。
　第６条の２を次のように改める。
（退職の理由の記録）
第６条の２　任命権者は、第４条第１項第２号及び第５条
第１項第５号に掲げる者の退職の理由について、規則で
定めるところにより、記録を作成しなければならない。
　第７条の３の表読み替える字句の欄中「１００分の２」を
「１００分の３（退職の日において定められているその者に係
る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する
年数が１年である職員にあつては、１００分の２）」に改める。
　第７条の４第４項第１号中「自己都合退職者（第３条第
２項に規定する傷病又は死亡によらずにその者の都合によ
り退職した者をいう。以下この項において同じ。）」を「自
己都合等退職者」に改め、同項第２号から第５号までの規
定中「自己都合退職者」を「自己都合等退職者」に改める。
　第１０条を次のように改める。
（定年前に退職する意思を有する職員の募集等）
第１０条　任命権者は、定年前に退職する意思を有する職員
の募集であつて、次に掲げるものを行うことができる。
敢　職員の年齢別構成の適正化を図ることを目的とし、
定年から１５年を減じた年齢以上の年齢である職員を対
象として行う募集
柑　職制の改廃を円滑に実施することを目的とし、当該
職制に属する職員を対象として行う募集

２　任命権者は、前項の規定による募集（以下この条にお
いて単に「募集」という。）を行うに当たつては、当該

募集に関し次に掲げる必要な事項を記載した要項（以下
この条において「募集実施要項」という。）を当該募集
の対象となるべき職員に周知しなければならない。
敢　前項各号の別
柑　第８項の規定により認定を受けた場合に退職すべき
期日又は期間
桓　募集の期間
棺　募集の対象となるべき職員の範囲
款　募集実施要項の内容を周知させるための説明会を開
催する予定があるときは、その旨
歓　第６項の規定による応募（以下この条において単に
「応募」という。）又は応募の取下げに係る手続
汗　第９項の規定による通知の予定時期
漢　募集に関する問合せを受けるための連絡先
澗　その他任命権者が必要と認める事項
３　任命権者は、募集実施要項に募集の期間を記載すると
きは、その開始及び終了の年月日時を明らかにしてしな
ければならない。
４　任命権者は、募集の目的を達成するため必要があると
認めるときは、募集の期間を延長することができる。
５　任命権者は、前項の規定により募集の期間を延長した
場合には、直ちにその旨及び延長後の募集の期間の終了
の年月日時を当該募集の対象となるべき職員に周知しな
ければならない。
６　次に掲げる者以外の職員は、募集の期間中いつでも応
募又は応募の取下げを行うことができる。
敢　臨時的に任用される職員その他の法律により任期を
定めて任用される者
柑　第２項に規定する退職すべき期日又は同項に規定す
る退職すべき期間の末日が到来するまでに定年に達す
る者
桓　地方公務員法第２９条の規定による懲戒処分（故意又
は重大な過失によらないで管理又は監督に係る職務を
怠つた場合における懲戒処分を除く。）又はこれに準ず
る処分を募集の開始の日において受けている者又は募
集の期間中に受けた者

７　前項の規定による応募又は応募の取下げは職員の自発
的な意思に委ねられるものであつて、任命権者は職員に
対しこれらを強制してはならない。
８　任命権者は、応募をした職員（以下この条において「応
募者」という。）について、次の各号のいずれかに該当
する場合を除き、応募による退職が予定されている職員
である旨の認定（以下この条において単に「認定」とい
う。）をするものとする。
敢　応募者が募集実施要項又は第６項の規定に適合しな
い場合
柑　応募者が応募をした後地方公務員法第２９条の規定に
よる懲戒処分（第６項第３号に規定する故意又は重大
な過失によらないで管理又は監督に係る職務を怠つた
場合における懲戒処分を除く。）又はこれに準ずる処分
を受けた場合
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桓　応募者が前号に規定する処分を受けるべき行為（在
職期間中の応募者の非違に当たる行為であつて、その
非違の内容及び程度に照らして当該処分に値すること
が明らかなものをいう。）をしたことを疑うに足りる相
当な理由がある場合その他応募者に対し認定を行うこ
とが公務に対する信頼を確保する上で支障を生ずると
認める場合
棺　応募者を引き続き職務に従事させることが公務の能
率的運営を確保し、又は長期的な人事管理を計画的に
推進するために特に必要であると認める場合

９　任命権者は、認定をし、又はしない旨の決定をしたと
きは、遅滞なく、その旨（認定をしない旨の決定をした
場合においてはその理由を含む。）を応募者に通知するも
のとする。

１０　任命権者が募集実施要項において退職すべき期間を記
載した場合には、認定を行つた後遅滞なく、当該期間内
のいずれかの日から退職すべき期日を定め、前項の規定
により認定をした旨を通知した応募者に当該期日を通知
するものとする。

１１　任命権者は、認定を行つた後に生じた事情に鑑み、認
定を受けた職員（以下この項及び次項において「認定応
募者」という。）が第１３項第３号に規定する退職すべき
期日（以下この項及び次項において「退職すべき期日」
という。）に退職することにより公務の能率的運営の確保
に著しい支障を及ぼすこととなると認める場合におい
て、当該認定応募者にその旨及びその理由を明示し、退
職すべき期日の繰上げ又は繰下げについて当該認定応募
者の同意を得たときは、公務の能率的運営を確保するた
めに必要な限度で、退職すべき期日を繰り上げ、又は繰
り下げることができる。

１２　任命権者は、前項の規定により退職すべき期日を繰り
上げ、又は繰り下げた場合には、直ちに、新たに定めた
退職すべき期日を当該認定応募者に通知しなければなら
ない。

１３　認定を受けた応募者が次の各号のいずれかに該当する
ときは、認定は、その効力を失う。
敢　第１４条第１項各号のいずれかに該当するに至つたと
き。
柑　第２１条第１項又は第２項の規定により退職手当を支
給しない場合に該当するに至つたとき。
桓　募集実施要項に記載された退職すべき期日若しくは
前項の規定により応募者に通知された退職すべき期日
が到来するまでに退職し、又はこれらの期日に退職し
なかつたとき（前２号に掲げるときを除く。）。
棺　地方公務員法第２９条の規定による懲戒処分（懲戒免
職の処分及び第６項第３号に規定する故意又は重大な
過失によらないで管理又は監督に係る職務を怠つた場
合における懲戒処分を除く。）又はこれに準ずる処分を
受けたとき。
款　第６項の規定により応募を取り下げたとき。

１４　任命権者は、この条の規定による募集及び認定につい

て、募集実施要項を公表しなければならない。
１５　前各項に定めるもののほか、募集に関し必要な事項
は、市長が定める。
　　　附　則
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布す
る。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第８号

奈良市手数料条例の一部を改正する条例
　奈良市手数料条例（平成１２年奈良市条例第４号）の一部
を次のように改正する。
　別表第７８項中「９１，０００円」を「９２，０００円」に改め、同表
第７９項中「８２０，０００円」を「８３０，０００円」に、「９９０，０００円」
を「１，０１０，０００円」に、「１，１００，０００円」を「１，１２０，０００円」
に、「１，４００，０００円」を「１，４２０，０００円」に、「１，６４０，０００円」
を「１，６６０，０００円」に、「３，８５０，０００円」を「３，８８０，０００円」
に、「５，０９０，０００円」を「５，１００，０００円」に、「１，１２０，０００円」
を「１，１３０，０００円」に、「１，３３０，０００円」を「１，３４０，０００円」
に、「１，４８０，０００円」を「１，５００，０００円」に、「２，１２０，０００円」
を「２，１４０，０００円」に、「４，３３０，０００円」を「４，３５０，０００円」
に改め、同表第８０項中「９１，０００円」を「９２，０００円」に改め、
同表第９１項中「９５０，０００円」を「９９０，０００円」に、「１，６５０，０００
円」を「１，７２０，０００円」に、「３，１８０，０００円」を「３，３２０，０００
円」に、「３，８９０，０００円」を「４，０６０，０００円」に、「４，４５０，０００
円」を「４，６５０，０００円」に改め、同表第９３項中「４１０，０００円」
を「４３０，０００円」に、「９２０，０００円」を「９６０，０００円」に、
「１，１６０，０００円」を「１，２１０，０００円」に、「２，８３０，０００円」を
「２，９５０，０００円」に、「３，４７０，０００円」を「３，６２０，０００円」に、
「４，０００，０００円」を「４，１７０，０００円」に改める。
　　　附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この条例による改正後の奈良市手数料条例別表第７８
項、第７９項、第８０項、第９１項及び第９３項の規定は、この
条例の施行の日以後の申請に係る手数料について適用
し、同日前の申請に係る手数料については、なお従前の
例による。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律施行条例の一部を改正する条例をここに公布
する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第９号

奈良市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支



号外第１号
平成２７年３月２日 　

（月 曜 日） 奈 良 市 公 報

― 6 ―

援するための法律施行条例の一部を改正する条例
　奈良市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律施行条例（平成１８年奈良市条例第４４号）の一
部を次のように改正する。
　第４条から第６条までの規定中「１００分の５」を「１００分
の１０」に改める。
　　　附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成２６年７月１日から施行する。
（経過措置）
２　この条例による改正後の奈良市障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援するための法律施行条例第４条
から第６条までの規定は、この条例の施行の日以後の事
業の利用に係る費用負担について適用し、同日前の事業
の利用に係る費用負担については、なお従前の例によ
る。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律等の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例を
ここに公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第１０号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する
ための法律等の一部改正に伴う関係条例の整備に関
する条例

（奈良市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及
び運営の基準等に関する条例の一部改正）
第１条　奈良市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設
備及び運営の基準等に関する条例（平成２５年奈良市条例
第３１号）の一部を次のように改正する。

「第７章　共同生活介護
　　第１節　基本方針（第１２５条）
　　第２節　人員に関する基準（第１２６条・第１２７条）
　　第３節　設備に関する基準（第１２８条）
　　第４節　運営に関する基準（第１２９条―第１４２条）」

　　目次中 を「第７章　削除」に、

「第１３章　共同生活援助
第１節　基本方針（第１９５条）
第２節　人員に関する基準（第１９６条・第１９７条）
第３節　設備に関する基準（第１９８条）
第４節　運営に関する基準（第１９９条―第２０１条）」

を

「第１３章　共同生活援助
第１節　基本方針（第１９５条）
第２節　人員に関する基準（第１９６条・第１９７条）
第３節　設備に関する基準（第１９８条）
第４節　運営に関する基準（第１９８条の２―第２０１条）
第５節　外部サービス利用型指定共同生活援助の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営に関する基準　に、
第１款　この節の趣旨及び基本方針（第２０１条の２・第２０１条の３）
第２款　人員に関する基準（第２０１条の４・第２０１条の５）
第３款　設備に関する基準（第２０１条の６）
第４款　運営に関する基準（第２０１条の７―第２０１条の１２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「第１５章　一体型指定共同生活介護事業所等に関する特
例（第２０４条・第２０５条）」を「第１５章　削除」に改める。
　第２条第３号中「第５条第２２項」を「第５条第２１項」
に改める。
　第５条第２項中「肢体不自由者」の次に「又は重度の
知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有
する障害者」を加え、「常時介護を要する障害者」を「、
常時介護を要するもの」に改める。
　第６条第１項中「者（以下この章」の次に「、第２０１
条の２及び第２０１条の１０」を加え、「第５条」を「第５条
第１項」に改める。
　第８１条第１項第２号ア中「平均障害程度区分」を「平
均障害支援区分」に、「障害程度区分の」を「障害支援
区分の」に改める。
　第１０１条第１項第２号中「第１２６条第１項に規定する指

定共同生活介護事業者、」を削り、「又は第１９６条第１項」
を「、第１９６条第１項」に改め、「指定共同生活援助事業
者」の次に「又は第２０１条の４第１項に規定する外部サー
ビス利用型指定共同生活援助事業者」を加え、「「指定共
同生活介護事業者等」を「「指定自立訓練（生活訓練）
事業者等」に改め、同号ア中「第１２５条に規定する指定
共同生活介護、」を削り、「又は第１９５条に規定する指定共
同生活援助」を「、第１９５条に規定する指定共同生活援
助又は第２０１条の２に規定する外部サービス利用型指定
共同生活援助」に、「指定共同生活介護等」を「指定自
立訓練（生活訓練）等」に、「指定共同生活介護事業所
等（当該指定共同生活介護事業者等が設置する当該指定
に係る指定共同生活介護事業所（第１２６条第１項に規定す
る指定共同生活介護事業所をいう。）、」を「指定自立訓
練（生活訓練）事業所等（当該指定自立訓練（生活訓練）
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事業者等が設置する当該指定に係る」に、「又は指定共同
生活援助事業所」を「、指定共同生活援助事業所」に改
め、「同じ。）」の次に「又は外部サービス利用型指定共
同生活援助事業所（第２０１条の４第１項に規定する外部
サービス利用型指定共同生活援助事業所をいう。以下こ
の章において同じ。））」を加え、「当該指定共同生活介護
事業所等」を「当該指定自立訓練（生活訓練）事業所等」
に改め、同条第２項第２号中「指定共同生活介護事業者
等」を「指定自立訓練（生活訓練）事業者等」に改め、
同号ア中「指定共同生活介護等」を「指定自立訓練（生
活訓練）等」に、「当該指定共同生活介護事業所等」を
「当該指定自立訓練（生活訓練）事業所等」に改め、同
条第３項第１号中「、第１２６条第１項に規定する指定共同
生活介護事業所」を削り、「指定共同生活援助事業所」
の次に「、第２０１条の４第１項に規定する外部サービス利
用型指定共同生活援助事業所」を加え、同号ア中「、第
１２５条に規定する指定共同生活介護」を削り、「指定共同
生活援助」の次に「、第２０１条の２に規定する外部サー
ビス利用型指定共同生活援助」を加える。
　第１０２条中「第７条」を「第５３条」に改める。
　第１１０条第２号中「第１２６条第１項に規定する指定共同
生活介護事業所又は」を削り、「指定共同生活援助事業
所」の次に「又は第２０１条の４第１項に規定する外部サー
ビス利用型指定共同生活援助事業所」を加え、「共同生活
住居（法第３４条第１項に規定する共同生活住居をいう。
以下同じ。）」を「共同生活援助を行う住居（以下「共同
生活住居」という。）」に改める。
　第１１５条第１項中「及び第１９６条第１項に規定する指定
共同生活援助事業者」を削る。
　第１２０条第３項中「共同生活介護」を「共同生活援助」
に改める。
　第７章を次のように改める。
　　　第７章　削除
　第１２５条から第１４２条まで　削除
　第１５８条の次に次の１条を加える。
（利用者負担額に係る管理）
第１５８条の２　指定自立訓練（生活訓練）事業者は、支
給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び指
定障害福祉サービス基準第１７０条の２第１項に規定す
る厚生労働大臣が定める者に限る。）が同一の月に当該
指定自立訓練（生活訓練）事業者が提供する指定宿泊
型自立訓練及び他の指定障害福祉サービス等を受けた
ときは、当該指定宿泊型自立訓練及び他の指定障害福
祉サービス等に係る利用者負担額合計額を算定しなけ
ればならない。この場合において、当該指定自立訓練
（生活訓練）事業者は、利用者負担額合計額を市町村
に報告するとともに、当該支給決定障害者及び当該他
の指定障害福祉サービス等を提供した指定障害福祉
サービス事業者等に通知しなければならない。
２　指定自立訓練（生活訓練）事業者は、支給決定障害
者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び指定障害福祉

サービス基準第１７０条の２第２項に規定する厚生労働
大臣が定める者を除く。）の依頼を受けて、当該支給決
定障害者が同一の月に当該指定自立訓練（生活訓練）
事業者が提供する指定自立訓練（生活訓練）（指定宿
泊型自立訓練を除く。）及び他の指定障害福祉サービス
等を受けたときは、当該指定自立訓練（生活訓練）及
び他の指定障害福祉サービス等に係る利用者負担額合
計額を算定しなければならない。この場合において、
当該指定自立訓練（生活訓練）事業者は、利用者負担
額合計額を市町村に報告するとともに、当該支給決定
障害者及び当該他の指定障害福祉サービス等を提供し
た指定障害福祉サービス事業者等に通知しなければな
らない。
　第１５９条中「、第２３条」、「、第１３２条」、「、第２３条中
「支給決定障害者等の」とあるのは「支給決定障害者
（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び指定障害福祉サー
ビス基準第１７１条に規定する厚生労働大臣が定める者を
除く。以下この条において同じ。）の」と、「当該支給決
定障害者等」とあるのは「当該支給決定障害者」と」及
び「、第１３２条第１項中「支給決定障害者（入居前の体
験的な指定共同生活介護を受けている者を除く。）が」
とあるのは「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受
ける者及び指定障害福祉サービス基準第１７１条に規定す
る厚生労働大臣が定める者に限る。以下この条において
同じ。）が」と」を削る。
　第１７２条中「、第２３条」及び「、第１３２条」を削り、「及
び第１４８条」を「、第１４８条及び第１５８条の２」に改め、
「、第２３条中「支給決定障害者等の」とあるのは「支給
決定障害者（指定障害福祉サービス基準第１８４条に規定す
る厚生労働大臣が定める者を除く。以下この条において
同じ。）の」と、「当該支給決定障害者等」とあるのは
「当該支給決定障害者」と」を削り、「、第１３２条第１項
中「支給決定障害者（入居前の体験的な指定共同生活介
護を受けている者を除く。）が」」を「、第１５８条の２第
１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける
者及び指定障害福祉サービス基準第１７０条の２第１項に
規定する厚生労働大臣が定める者に限る。）が」」に改め、
「同じ。）が」」の次に「と、同条第２項中「支給決定障
害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び指定障害福祉
サービス基準第１７０条の２第２項に規定する厚生労働大
臣が定める者を除く。）の」とあるのは「支給決定障害
者（指定障害福祉サービス基準第１８４条に規定する厚生労
働大臣が定める者を除く。）の」」を加える。
　第１９５条中「相談」の次に「、入浴、排せつ又は食事
の介護」を加える。
　第１９６条第１項第１号中「１０」を「６」に改め、同項
中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加え
る。
柑　生活支援員　指定共同生活援助事業所ごとに、常
勤換算方法で、次のアからエまでに掲げる数の合計
数以上
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ア　障害支援区分に係る市町村審査会による審査及
び判定の基準等に関する省令（平成２６年厚生労働
省令第５号。以下この号及び附則第６条において
「区分省令」という。）第１条第４号に規定する
区分３に該当する利用者の数を９で除した数
イ　区分省令第１条第５号に規定する区分４に該当
する利用者の数を６で除した数
ウ　区分省令第１条第６号に規定する区分５に該当
する利用者の数を４で除した数
エ　区分省令第１条第７号に規定する区分６に該当
する利用者の数を２．５で除した数

　第１９７条を次のように改める。
（管理者）
第１９７条　指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援
助事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者
を置かなければならない。ただし、指定共同生活援助
事業所の管理上支障がない場合は、当該指定共同生活
援助事業所の他の職務に従事させ、又は他の事業所、
施設等の職務に従事させることができるものとする。
２　指定共同生活援助事業所の管理者は、適切な指定共
同生活援助を提供するために必要な知識及び経験を有
する者でなければならない。
　第１９８条を次のように改める。
（設備）
第１９８条　共同生活住居の配置、構造及び設備は、利用者
の特性に応じて工夫され、かつ、日照、採光、換気等
の利用者の保健衛生及び防災その他の利用者の安全に
ついて十分考慮されたものでなければならない。
２　指定共同生活援助に係る共同生活住居は、住宅地又
は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流
の機会が確保される地域にあり、かつ、入所により日
中及び夜間を通してサービスを提供する施設（以下「入
所施設」という。）又は病院の敷地外にあるようにし
なければならない。
３　指定共同生活援助事業所は、１以上の共同生活住居
（サテライト型住居（当該サテライト型住居を設置し
ようとする者により設置される当該サテライト型住居
以外の共同生活住居であって、当該サテライト型住居
に入居する者に対する支援を行うもの（以下「本体住
居」という。）と密接な連携を確保しつつ、本体住居
とは別の場所で運営される共同生活住居をいう。以下
同じ。）を除く。以下この項、次項から第６項までにお
いて同じ。）を有するものとし、当該共同生活住居及び
サテライト型住居の入居定員の合計は４人以上とす
る。
４　共同生活住居は、その入居定員を２人以上１０人以下
とする。ただし、既存の建物を共同生活住居とする場
合にあっては、当該共同生活住居の入居定員を２人以
上２０人（市長が特に必要があると認めるときは３０人）
以下とすることができる。
５　既存の建物を共同生活住居とした共同生活住居を改

築する場合であって、市長が特に必要があると認める
ときは、前項の規定にかかわらず、当該共同生活住居
の入居定員を２人以上３０人以下（ただし、当該共同生
活住居を改築する時点の入居定員と同数を上限とす
る。）とすることができる。
６　共同生活住居は、１以上のユニットを有するほか、
日常生活を営む上で必要な設備を設けなければならな
い。
７　ユニットの入居定員は、２人以上１０人以下とする。
８　ユニットには、居室及び居室に近接して設けられる
相互に交流を図ることができる設備を設けることと
し、その基準は、次のとおりとする。
敢　１の居室の定員は、１人とすること。ただし、利
用者のサービス提供上必要と認められる場合は、２
人とすることができる。
柑　１の居室の面積は、収納設備等を除き、７．４３平方
メートル以上とすること。

９　サテライト型住居の基準は、次のとおりとする。
敢　入居定員を１人とすること。
柑　日常生活を営む上で必要な設備を設けること。
桓　居室の面積は、収納設備等を除き、７．４３平方メー
トル以上とすること。

　第１３章第４節中第１９９条の前に次の５条を加える。
（入退居） 
第１９８条の２　指定共同生活援助は、共同生活住居への
入居を必要とする利用者（入院治療を要する者を除
く。）に提供するものとする。
２　指定共同生活援助事業者は、利用申込者の入居に際
しては、その者の心身の状況、生活歴、病歴等の把握
に努めなければならない。
３　指定共同生活援助事業者は、利用者の退居の際は、
利用者の希望を踏まえた上で、退居後の生活環境や援
助の継続性に配慮し、退居に必要な援助を行わなけれ
ばならない。
４　指定共同生活援助事業者は、利用者の退居に際して
は、利用者に対し、適切な援助を行うとともに、保健
医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接
な連携に努めなければならない。
（入退居の記録の記載等）
第１９８条の３　指定共同生活援助事業者は、入居者の入
居又は退居に際しては、当該指定共同生活援助事業者
の名称、入居又は退居の年月日その他の必要な事項
（次項において「受給者証記載事項」という。）を、
利用者の受給者証に記載しなければならない。
２　指定共同生活援助事業者は、受給者証記載事項その
他の必要な事項を遅滞なく市町村に対し報告しなけれ
ばならない。
（利用者負担額等の受領）
第１９８条の４　指定共同生活援助事業者は、指定共同生
活援助を提供した際は、支給決定障害者から当該指定
共同生活援助に係る利用者負担額の支払を受けるもの
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とする。
２　指定共同生活援助事業者は、法定代理受領を行わな
い指定共同生活援助を提供した際は、支給決定障害者
から当該指定共同生活援助に係る指定障害福祉サービ
ス等費用基準額の支払を受けるものとする。
３　指定共同生活援助事業者は、前２項の支払を受ける
額のほか、指定共同生活援助において提供される便宜
に要する費用のうち、次に掲げる費用の支払を支給決
定障害者から受けることができる。
敢　食材料費
柑　家賃（法第３４条第１項の規定により特定障害者特
別給付費が利用者に支給された場合（同条第２項に
おいて準用する法第２９条第４項の規定により特定障
害者特別給付費が利用者に代わり当該指定共同生活
援助事業者に支払われた場合に限る。）は、当該利用
者に係る家賃の月額から法第３４条第２項において準
用する法第２９条第５項の規定により当該利用者に支
給があったものとみなされた特定障害者特別給付費
の額を控除した額を限度とする。）
桓　光熱水費
棺　日用品費
款　前各号に掲げるもののほか、指定共同生活援助に
おいて提供される便宜に要する費用のうち、日常生
活においても通常必要となるものに係る費用であっ
て、支給決定障害者に負担させることが適当と認め
られるもの

４　指定共同生活援助事業者は、前３項の費用の額の支
払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用
の額を支払った支給決定障害者に対し交付しなければ
ならない。
５　指定共同生活援助事業者は、第３項の費用に係る
サービスの提供に当たっては、あらかじめ、支給決定
障害者に対し、当該サービスの内容及び費用について
説明を行い、支給決定障害者の同意を得なければなら
ない。
（指定共同生活援助の取扱方針）
第１９８条の５　指定共同生活援助事業者は、第２０１条にお
いて読み替えて準用する第６１条に規定する共同生活援
助計画（以下「共同生活援助計画」という。）に基づ
き、利用者が地域において日常生活を営むことができ
るよう、当該利用者の身体及び精神の状況並びにその
置かれている環境に応じて、その者の支援を適切に行
うとともに、指定共同生活援助の提供が漫然かつ画一
的なものとならないよう配慮しなければならない。
２　指定共同生活援助事業者は、入居前の体験的な利用
を希望する者に対して指定共同生活援助の提供を行う
場合には、共同生活援助計画に基づき、当該利用者が、
継続した指定共同生活援助の利用に円滑に移行できる
よう配慮するとともに、継続して入居している他の利
用者の処遇に支障がないようにしなければならない。
３　指定共同生活援助事業所の従業者は、指定共同生活

援助の提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者
又はその家族に対し、支援上必要な事項について、理
解しやすいように説明を行わなければならない。
４　指定共同生活援助事業者は、その提供する指定共同
生活援助の質の評価を行い、常にその改善を図らなけ
ればならない。
（サービス管理責任者の責務）
第１９８条の６　サービス管理責任者は、第２０１条において
準用する第６１条に規定する業務のほか、次に掲げる業
務を行うものとする。
敢　利用申込者の利用に際し、その者に係る指定障害
福祉サービス事業者等に対する照会等により、その
者の身体及び精神の状況、当該指定共同生活援助事
業所以外における指定障害福祉サービス等の利用状
況等を把握すること。
柑　利用者の身体及び精神の状況、その置かれている
環境等に照らし、利用者が自立した日常生活を営む
ことができるよう定期的に検討するとともに、自立
した日常生活を営むことができると認められる利用
者に対し、必要な支援を行うこと。
桓　利用者が自立した社会生活を営むことができるよ
う指定生活介護事業所等との連絡調整を行うこと。
棺　他の従業者に対する技術指導及び助言を行うこ
と。

　第１９９条の見出しを「（介護及び家事等）」に改め、同
条第３項中「による」の次に「介護又は」を加え、同項
を同条第４項とし、同条中第２項を第３項とし、第１項
を第２項とし、同項の前に次の１項を加える。
　介護は、利用者の身体及び精神の状況に応じ、利用
者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切
な技術をもって行わなければならない。
　第１９９条の次に次の２条を加える。
（社会生活上の便宜の供与等）
第１９９条の２　指定共同生活援助事業者は、利用者につ
いて、指定生活介護事業所等との連絡調整、余暇活動
の支援等に努めなければならない。
２　指定共同生活援助事業者は、利用者が日常生活を営
む上で必要な行政機関に対する手続等について、その
者又はその家族が行うことが困難である場合は、その
者の同意を得て代わって行わなければならない。
３　指定共同生活援助事業者は、常に利用者の家族との
連携を図るとともに、利用者とその家族との交流等の
機会を確保するよう努めなければならない。
（運営規程）
第１９９条の３　指定共同生活援助事業者は、指定共同生
活援助事業所ごとに、次に掲げる事業の運営について
の重要事項に関する運営規程を定めておかなければな
らない。
敢　事業の目的及び運営の方針
柑　従業者の職種、員数及び職務の内容
桓　入居定員
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棺　指定共同生活援助の内容並びに支給決定障害者か
ら受領する費用の種類及びその額
款　入居に当たっての留意事項
歓　緊急時等における対応方法
汗　非常災害対策
漢　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合
には当該障害の種類
澗　虐待の防止のための措置に関する事項
潅　その他運営に関する重要事項
　第２００条第３項に次のただし書を加える。
　ただし、当該指定共同生活援助事業者が業務の管理
及び指揮命令を確実に行うことができる場合は、この
限りでない。
　第２００条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、
第３項の次に次の１項を加える。
４　指定共同生活援助事業者は、前項ただし書の規定に
より指定共同生活援助に係る生活支援員の業務の全部
又は一部を委託により他の事業者に行わせる場合に
あっては、当該事業者の業務の実施状況について定期
的に確認し、その結果等を記録しなければならない。
　第２００条の次に次の３条を加える。
（支援体制の確保）
第２００条の２　指定共同生活援助事業者は、利用者の身
体及び精神の状況に応じた必要な支援を行うことがで
きるよう、他の障害福祉サービス事業を行う者その他
の関係機関との連携その他の適切な支援体制を確保し
なければならない。
（定員の遵守）
第２００条の３　指定共同生活援助事業者は、共同生活住
居及びユニットの入居定員並びに居室の定員を超えて
入居させてはならない。ただし、災害、虐待その他の
やむを得ない事情がある場合は、この限りでない。
（協力医療機関等）
第２００条の４　指定共同生活援助事業者は、利用者の病
状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関
を定めておかなければならない。
２　指定共同生活援助事業者は、あらかじめ、協力歯科
医療機関を定めておくよう努めなければならない。
　第２０１条中「、第１２９条から第１３４条まで、第１３６条、第
１３７条及び第１３９条から第１４１条まで」を「及び第１５８条の
２」に、「第２０１条において準用する第１３７条」を「第１９９
条の３」に、「第２０１条において準用する第１３１条第１項」
を「第１９８条の４第１項」に、「第２０１条において準用す
る第１３１条第２項」を「第１９８条の４第２項」に、「第２０１
条において準用する第１４１条第１項」を「第２００条の４第
１項」に、「、第１３１条第３項第２号中「当該指定共同生
活介護事業者」とあるのは「当該指定共同生活援助事業
者」と、第１３３条第１項及び第１３４条第１項中「第１４２条」
とあるのは「第２０１条」と、第１３４条第１項第３号及び第
１３６条第１項中「指定生活介護事業所等」とあるのは
「指定自立訓練（生活訓練）事業所等」」を「、第１５８条

の２第１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を
受ける者及び指定障害福祉サービス基準第１７０条の２第
１項に規定する厚生労働大臣が定める者に限る。）」とあ
るのは「支給決定障害者（入居前の体験的な指定共同生
活援助を受けている者を除く。）」と、同条第２項中「支
給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び指定
障害福祉サービス基準第１７０条の２第２項に規定する厚
生労働大臣が定める者を除く。）」とあるのは「支給決定
障害者（入居前の体験的な指定共同生活援助を受けてい
る者に限る。）」」に改める。
　第１３章に次の１節を加える。

第５節　外部サービス利用型指定共同生活援助
の事業の基本方針並びに人員、設備及
び運営に関する基準

　　　　　第１款　この節の趣旨及び基本方針
（この節の趣旨）
第２０１条の２　第１節から前節までの規定にかかわらず、
外部サービス利用型指定共同生活援助（指定共同生活
援助であって、当該指定共同生活援助に係る指定共同
生活援助事業所の従業者により行われる外部サービス
利用型共同生活援助計画（第２０１条の１２において読み替
えて準用する第６１条に規定する外部サービス利用型共
同生活援助計画をいう。以下同じ。）の作成、相談その
他の日常生活上の援助（第２０１条の４第１項において
「基本サービス」という。）及び当該指定共同生活援
助に係る指定共同生活援助事業者が委託する指定居宅
介護事業者（以下「受託居宅介護サービス事業者」と
いう。）により、当該外部サービス利用型共同生活援助
計画に基づき行われる入浴、排せつ、食事の介護その
他の日常生活上の援助（以下「受託居宅介護サービス」
という。）をいう。以下同じ。）の事業を行うものの基
本方針並びに人員、設備及び運営に関する基準につい
ては、この節に定めるところによる。
（基本方針）
第２０１条の３　外部サービス利用型指定共同生活援助の
事業は、外部サービス利用型共同生活援助計画に基づ
き、受託居宅介護サービス事業者による受託居宅介護
サービスを適切かつ円滑に提供することにより、利用
者が地域において共同して自立した日常生活又は社会
生活を営むことができるよう、当該利用者の身体及び
精神の状況並びにその置かれている環境に応じて共同
生活住居において相談、入浴、排せつ又は食事の介護
その他の日常生活上の援助を適切かつ効果的に行うも
のでなければならない。

第２款　人員に関する基準
（従業者の員数）
第２０１条の４　外部サービス利用型指定共同生活援助の
事業を行う者（以下「外部サービス利用型指定共同生
活援助事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以
下「外部サービス利用型指定共同生活援助事業所」と
いう。）に置くべき基本サービスを提供する従業者及び
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その員数は、次のとおりとする。
敢　世話人　外部サービス利用型指定共同生活援助事
業所ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を６で除
した数以上
柑　サービス管理責任者　外部サービス利用型指定共
同生活援助事業所ごとに、ア又はイに掲げる利用者
の数の区分に応じ、それぞれア又はイに掲げる数
ア　利用者の数が３０以下　１以上
イ　利用者の数が３１以上　１に、利用者の数が３０を
超えて３０又はその端数を増すごとに１を加えて得
た数以上

２　前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただ
し、新規に指定を受ける場合は、推定数による。
３　第１項に規定する外部サービス利用型指定共同生活
援助の従業者は、専ら外部サービス利用型指定共同生
活援助事業所の職務に従事する者でなければならな
い。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この
限りでない。
（準用）
第２０１条の５　第１９７条の規定は、外部サービス利用型指
定共同生活援助の事業について準用する。

第３款　設備に関する基準
（準用）
第２０１条の６　第１９８条の規定は、外部サービス利用型指
定共同生活援助の事業について準用する。

第４款　運営に関する基準
（内容及び手続の説明及び同意）
第２０１条の７　外部サービス利用型指定共同生活援助事
業者は、支給決定障害者等が外部サービス利用型指定
共同生活援助の利用の申込みを行ったときは、当該利
用申込者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつ
つ、当該利用申込者に対し、第２０１条の９に規定する運
営規程の概要、従業者の勤務体制、外部サービス利用
型指定共同生活援助事業者と受託居宅介護サービス事
業者の業務の分担の内容、受託居宅介護サービス事業
者及び受託居宅介護サービス事業者が受託居宅介護
サービスの事業を行う事業所（以下「受託居宅介護サー
ビス事業所」という。）の名称その他の利用申込者の
サービスの選択に資すると認められる重要事項を記し
た文書を交付して説明を行い、当該外部サービス利用
型指定共同生活援助の提供の開始について当該利用申
込者の同意を得なければならない。
２　外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、社
会福祉法第７７条の規定に基づき、書面の交付を行う場
合は、利用者の障害の特性に応じた適切な配慮をしな
ければならない。
（受託居宅介護サービスの提供）
第２０１条の８　外部サービス利用型指定共同生活援助事
業者は、外部サービス利用型共同生活援助計画に基づ
き、受託居宅介護サービス事業者により、適切かつ円
滑に受託居宅介護サービスが提供されるよう、必要な

措置を講じなければならない。
２　外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、受
託居宅介護サービス事業者が受託居宅介護サービスを
提供した場合にあっては、提供した日時、時間、具体
的なサービスの内容等を文書により報告させなければ
ならない。
（運営規程）
第２０１条の９　外部サービス利用型指定共同生活援助事
業者は、外部サービス利用型指定共同生活援助事業所
ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に
関する運営規程を定めておかなければならない。
敢　事業の目的及び運営の方針
柑　従業者の職種、員数及び職務の内容
桓　入居定員
棺　外部サービス利用型指定共同生活援助の内容並び
に支給決定障害者から受領する費用の種類及びその
額
款　受託居宅介護サービス事業者及び受託居宅介護
サービス事業所の名称及び所在地
歓　入居に当たっての留意事項
汗　緊急時等における対応方法
漢　非常災害対策
澗　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合
には当該障害の種類
潅　虐待の防止のための措置に関する事項
環　その他運営に関する重要事項
（受託居宅介護サービス事業者への委託）
第２０１条の１０　外部サービス利用型指定共同生活援助事
業者が、受託居宅介護サービスの提供に関する業務を
委託する契約を締結するときは、受託居宅介護サービ
ス事業所ごとに文書により行わなければならない。
２　受託居宅介護サービス事業者は、指定居宅介護事業
者でなければならない。
３　受託居宅介護サービス事業者が提供する受託居宅介
護サービスの種類は指定居宅介護とする。
４　外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、事
業の開始に当たっては、あらかじめ、指定居宅介護事
業者と、第１項に規定する方法によりこれらの提供に
関する業務を委託する契約を締結するものとする。
５　外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、受
託居宅介護サービス事業者に、業務について必要な管
理及び指揮命令を行うものとする。
６　外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、受
託居宅介護サービスに係る業務の実施状況について定
期的に確認し、その結果等を記録しなければならな
い。
（勤務体制の確保等）
第２０１条の１１　外部サービス利用型指定共同生活援助事
業者は、利用者に対し、適切な外部サービス利用型指
定共同生活援助を提供できるよう、外部サービス利用
型指定共同生活援助事業所ごとに、従業者の勤務の体
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制を定めておかなければならない。
２　前項の従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、
利用者が安心して日常生活を送ることができるよう、
継続性を重視した外部サービス利用型指定共同生活援
助の提供に配慮しなければならない。
３　外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、外
部サービス利用型指定共同生活援助事業所ごとに、当
該外部サービス利用型指定共同生活援助事業所又は受
託居宅介護サービス事業所の従業者によって外部サー
ビス利用型指定共同生活援助を提供しなければならな
い。
４　外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、従
業者に対し、その資質の向上のための研修の機会を確
保しなければならない。
５　外部サービス利用型指定共同生活援助事業者は、従
業者に対し、その能力、資格、経験等に応じた処遇を
行うよう努めなければならない。
（準用）
第２０１条の１２　第１２条、第１３条、第１５条から第１８条まで、
第２１条、第２４条、第２９条、第３７条から第４２条まで、第
４４条、第５６条、第６１条、第６３条、第６９条、第７３条、第
７６条から第７８条まで、第９１条、第９３条、第９５条、第１５８
条の２、第１９８条の２から第１９８条の６まで、第１９９条、
第１９９条の２及び第２００条の２から第２００条の４までの
規定は、外部サービス利用型指定共同生活援助の事業
について準用する。この場合において、第２１条第２項
中「次条第１項」とあるのは「第２０１条の１２において
準用する第１９８条の４第１項」と、第２４条第２項中「第
２２条第２項」とあるのは「第２０１条の１２において準用
する第１９８条の４第２項」と、第６１条中「療養介護計画」
とあるのは「外部サービス利用型共同生活援助計画」
と、第７８条第２項第１号中「第６１条」とあるのは「第
２０１条の１２において準用する第６１条」と、「療養介護計
画」とあるのは「外部サービス利用型共同生活援助計
画」と、同項第２号中「第５６条第１項」とあるのは
「第２０１条の１２において準用する第５６条第１項」と、同
項第３号中「第６８条」とあるのは「第２０１条の１２にお
いて準用する第９１条」と、同項第４号中「第７６条第３
項」とあるのは「第２０１条の１２において準用する第７６
条第３項」と、同項第５号及び第６号中「次条」とあ
るのは「第２０１条の１２」と、第９５条中「前条の協力医
療機関」とあるのは「第２０１条の１２において準用する
第２００条の４第１項の協力医療機関及び同条第２項の
協力歯科医療機関」と、第１５８条の２第１項中「支給
決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び指定
障害福祉サービス基準第１７０条の２第１項に規定する
厚生労働大臣が定める者に限る。）」とあるのは「支給
決定障害者（入居前の体験的な外部サービス利用型指
定共同生活援助を受けている者を除く。）」と、同条第
２項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受け
る者及び指定障害福祉サービス基準第１７０条の２第２

項に規定する厚生労働大臣が定める者を除く。）」とあ
るのは「支給決定障害者（入居前の体験的な外部サー
ビス利用型指定共同生活援助を受けている者に限
る。）」と、第１９９条第３項中「当該指定共同生活援助
事業所の従業者」とあるのは「当該外部サービス利用
型指定共同生活援助事業所及び受託居宅介護サービス
事業所の従業者」と読み替えるものとする。
　第１５章を次のように改める。
　　　第１５章　削除
第２０４条及び第２０５条　削除
　附則第３条第１項第１号中「平均障害程度区分」を
「平均障害支援区分」に改める。
　附則第６条第１項及び第２項中「第１３５条第４項」を
「第１９９条第４項」に、「指定共同生活介護事業所」を
「指定共同生活援助事業所」に、「第２条第４号」を「第
１条第５号」に、「同条第５号」を「同条第６号」に、
「同条第６号」を「同条第７号」に改め、同条第３項中
「第１２６条第１項第２号イからエまで」を「第１９６条第１
項第２号イからエまで」に改める。
（奈良市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基
準等に関する条例の一部改正）
第２条　奈良市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営
の基準等に関する条例（平成２５年奈良市条例第３２号）の
一部を次のように改正する。
　第５条第１項第１号アイａａ中「平均障害程度区分」
を「平均障害支援区分」に、「障害程度区分の」を「障
害支援区分の」に改める。
（奈良市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に
関する条例の一部改正）
第３条　奈良市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基
準に関する条例（平成２５年奈良市条例第３３号）の一部を
次のように改正する。
　第４０条第１項第３号ア中「平均障害程度区分」を「平
均障害支援区分」に、「障害程度区分の」を「障害支援
区分の」に改める。
　第６０条第８項に次のただし書を加える。
　ただし、指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練
（生活訓練）事業所であって、利用者の支援に支障が
ない場合は、この限りでない。
　第９０条第３項中「第５３条第１項第２号イ及びエ、第７
項並びに」を「第５３条第１項第２号エ及び」に改める。
　附則第４条第１項第１号中「平均障害程度区分」を
「平均障害支援区分」に改める。
（奈良市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する
条例の一部改正）
第４条　奈良市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関
する条例（平成２５年奈良市条例第３４号）の一部を次のよ
うに改正する。
　第１２条第１項第２号ア(ｲ)ａ(a)中「平均障害程度区分」
を「平均障害支援区分」に、「障害程度区分の」を「障
害支援区分の」に改める。
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（議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関
する条例等の一部改正）
第５条　次に掲げる条例の規定中「第５条第１２項」を「第
５条第１１項」に改める。
敢　議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に
関する条例（昭和４２年奈良市条例第３４号）第１０条の２
第２号
柑　奈良市心身障害者医療費の助成に関する条例（昭和
４７年奈良市条例第１２号）第２条第１項
桓　奈良市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年奈良
市条例第１３号）第９条の２第１項第２号
附　則

（施行期日）
第１条　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。
（経過措置）
第２条　この条例の施行の際現に第１条の規定による改正
前の奈良市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備
及び運営の基準等に関する条例（以下「旧指定障害福祉
サービス基準条例」という。）第１２５条に規定する指定共
同生活介護の事業を行う事業所並びに旧指定障害福祉
サービス基準条例第２０４条に規定する指定共同生活介護
の事業等を行う一体型指定共同生活介護事業所及び一体
型指定共同生活援助事業所については、第１条の規定に
よる改正後の奈良市指定障害福祉サービスの事業等の人
員、設備及び運営の基準等に関する条例（以下「新指定
障害福祉サービス基準条例」という。）第１９５条に規定す
る指定共同生活援助の事業を行う事業所とみなす。
２　この条例の施行の際現に旧指定障害福祉サービス基準
条例第１９５条に規定する指定共同生活援助の事業を行う
事業所（次項において「旧指定共同生活援助事業所」と
いう。）は、新指定障害福祉サービス基準条例第２０１条の
２に規定する外部サービス利用型指定共同生活援助の事
業を行う事業所（第４項において「外部サービス利用型
指定共同生活援助事業所」という。）とみなす。
３　この条例の施行の日において現に存する旧指定共同生
活援助事業所について、新指定障害福祉サービス基準条
例第２０１条の４の規定を適用する場合においては、当分
の間、同条第１項第１号中「６」とあるのは、「１０」と
する。
４　第２項の規定により、外部サービス利用型指定共同生
活援助事業所とみなされたものについて、新指定障害福
祉サービス基準条例第２０１条の１０第４項の規定を適用す
る場合においては、この条例の施行後最初の指定の更新
までの間は、同項中「事業の」とあるのは、「受託居宅
介護サービスの提供の」とする。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市立診療所設置条例の一部を改正する条例をここに
公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　

奈良市条例第１１号
奈良市立診療所設置条例の一部を改正する条例

　奈良市立診療所設置条例（昭和２４年奈良市条例第２７号）
の一部を次のように改正する。
　第１条の表奈良市立奈良診療所の項を削る。
　第３条第１項中「（奈良市立奈良診療所を除く。）」を削る。
　第４条第２項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第
４号を第３号とし、同条第３項を削り、同条第４項中「第
１項及び第２項」を「前２項」に改め、「（奈良市立奈良診
療所を除く。）」を削り、同項を同条第３項とする。
　別表奈良市立奈良診療所の項を削り、同表奈良市立田原
診療所の項を次のように改める。

附　則
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市立診療所諸料金条例の一部を改正する条例をここ
に公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第１２号

奈良市立診療所諸料金条例の一部を改正する条例
　奈良市立診療所諸料金条例（昭和２４年奈良市条例第２８号）
の一部を次のように改正する。
　第１条第１項中「以下」を「応急診療所を含む。次項に
おいて」に改め、同項第１号中「奈良市立奈良診療所」を
「奈良市立休日夜間応急診療所及び奈良市立休日歯科応急
診療所」に改める。
　　　附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この条例による改正後の奈良市立診療所諸料金条例第
１条第１項の規定は、この条例の施行の日以後の診療に
係る使用料及び利用料金について適用し、同日前の診療
に係る使用料及び利用料金については、なお従前の例に
よる。
　（奈良市立応急診療所条例の一部改正）
３　奈良市立応急診療所条例（昭和５０年奈良市条例第１号）
の一部を次のように改正する。
　　第５条を削り、第６条を第５条とする。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに
公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第１３号

奈良市国民健康保険条例の一部を改正する条例
　奈良市国民健康保険条例（昭和３４年奈良市条例第１３号）

午後１時３０分から午後４時まで奈良市立田原診療所
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の一部を次のように改正する。
　第１６条第１項第２号中「（当該世帯主を除く。）」を削り、
同項第３号中「３５万円」を「４５万円」に改める。
　　　附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この条例による改正後の奈良市国民健康保険条例第１６
条第１項第２号及び第３号の規定は、平成２６年度以後の
年度分の保険料について適用し、平成２５年度分までの保
険料については、なお従前の例による。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市体育施設条例の一部を改正する条例をここに公布
する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第１４号

奈良市体育施設条例の一部を改正する条例
　奈良市体育施設条例（昭和６０年奈良市条例第２４号）の一
部を次のように改正する。
　第２条の２第１項及び第２条の３第２項中「奈良市南部
体育館、奈良市月ヶ瀬体育館」を「奈良市月ヶ瀬体育館」
に改める。
　別表第１体育館の部奈良市南部体育館の項を削る。
　別表第１の２供用日の欄中「。ただし、南部体育館は、
休日、日曜日、毎月の第１土曜日及び第３土曜日並びに１２
月２６日から翌年１月５日までを除く日」を削る。
　別表第３奈良市南部体育館の項を削る。
　　　附　則
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良町にぎわいの家条例をここに公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第１５号

奈良町にぎわいの家条例
（目的及び設置）
第１条　伝統的な町家を後世に引き継ぐとともに、観光振
興、地域の活性化、市民と観光客の交流及び教育機関と
の連携の拠点とするため、奈良町にぎわいの家（以下「に
ぎわいの家」という。）を設置する。
（名称及び位置）
第２条　にぎわいの家の名称及び位置は、次のとおりとす
る。

（事業）
第３条　にぎわいの家においては、次に掲げる事業を行
う。

敢　奈良町の地域活性化に関すること。
柑　奈良町の生活文化の保存及び継承に関すること。
桓　市民と観光客の交流の促進に関すること。
棺　教育機関との連携に関すること。
款　奈良町の観光案内に関すること。
歓　その他にぎわいの家の設置目的を達成するために必
要な事業
（指定管理者）
第４条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２
第３項の規定に基づき、次に掲げるにぎわいの家の管理
に関する業務を同項に規定する指定管理者（以下「指定
管理者」という。）に行わせるものとする。
敢　前条に規定する事業の実施に関すること。
柑　にぎわいの家の利用制限に関すること。
桓　にぎわいの家の施設及び附属設備（以下「施設等」
という。）の維持管理に関すること。
棺　その他市長が定めること。
２　指定管理者は、この条例及び市長が別に定めるところ
により、にぎわいの家を管理しなければならない。
（開館時間）
第５条　にぎわいの家の開館時間は、午前９時から午後５
時までとする。
２　前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要がある
と認める場合は、あらかじめ市長の承認を得て、開館時
間を変更することができる。
（休館日）
第６条　にぎわいの家の休館日は、次のとおりとする。
敢　水曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３
年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日」とい
う。）に当たるときは、その日後において、その日に
最も近い休日でない日）
柑　休日の翌々日（その日が日曜日、土曜日及び休日に
当たるときを除く。）
桓　１２月２９日から翌年１月３日まで
２　前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要がある
と認める場合は、あらかじめ市長の承認を得て、臨時に
休館し、又は開館することができる。
（行為の禁止）
第７条　にぎわいの家を利用する者は、次に掲げる行為を
してはならない。
敢　発火性又は引火性等の危険物を持ち込むこと。
柑　敷地内で喫煙し、その他火気を使用すること。
桓　落書き等により、施設等を汚損すること。
棺　承認を受けないで物品の販売、宣伝その他営利行為
をすること。
款　承認を受けないで印刷物、ポスター等を配布し、又
は掲示すること。
歓　他人に危害を及ぼし、若しくは他人に迷惑となる行
為をし、又はこれらのおそれがある物品若しくは動物
の類を携行すること。
汗　その他指定管理者が管理上支障があると認めるこ

位　　　　　　　　　置名　　　　　　　　　称

奈良市中新屋町５番地奈良町にぎわいの家
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と。
（入館の禁止等）
第８条　指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する者
に対しては、入館を禁止し、若しくは退館を命じ、又は
その他の必要な措置をとることができる。
敢　前条の規定に違反する行為をし、又はしようとする
者
柑　前号に定めるもののほか、管理上必要な指示に従わ
ない者
（損害賠償）
第９条　施設等を毀損し、又は滅失した者は、市長の指示
するところに従って、その損害を賠償しなければならな
い。
（委任）
第１０条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定め
る。
　附　則

　この条例は、規則で定める日から施行する。
（平成２６年３月２６日掲示済）

　　　 　　　
　奈良市道路占用料に関する条例等の一部を改正する条例
をここに公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第１６号

奈良市道路占用料に関する条例等の一部を改正する
条例

（奈良市道路占用料に関する条例の一部改正）
第１条　奈良市道路占用料に関する条例（昭和２８年奈良市
条例第１１号）の一部を次のように改正する。
　　別表中備考以外の部分を次のように改める。
　別表（第２条関係）

占　用　料単　　　位占　　用　　物　　件

６１０円１本につき１年第一種電柱法第３２条第１項
第１号に掲げる
工作物 ９４０円第二種電柱

１，３００円第三種電柱

５５０円第一種電話柱

８７０円第二種電話柱

１，２００円第三種電話柱

５５円その他の柱類

５円長さ１メートル
につき１年

共架電線その他上
空に設ける線類

３円地下に設ける電線
その他の線類

５４０円１個につき１年路上に設ける変圧
器

３３０円占用面積１平方
メートルにつき
１年

地下に設ける変圧
器

メートルにつき
１年

１，１００円占用面積１平方
メートルにつき
１年

その他のもの

２３円長さ１メートル
につき１年

外径が０．０７メート
ル未満のもの

法第３２条第１項
第２号に掲げる
物件 ３３円外径が０．０７メート

ル以上０．１メート
ル未満のもの

４９円外径が０．１メート
ル以上０．１５メート
ル未満のもの

６６円外径が０．１５メート
ル以上０．２メート
ル未満のもの

９８円外径が０．２メート
ル以上０．３メート
ル未満のもの

１３０円外径が０．３メート
ル以上０．４メート
ル未満のもの

２３０円外径が０．４メート
ル以上０．７メート
ル未満のもの

３３０円外径が０．７メート
ル以上１メートル
未満のもの

６６０円外径が１メートル
以上のもの

１，１００円占用面積１平方
メートルにつき
１年

法第３２条第１項第３号及び第４号に
掲げる施設

Ａ に０．００４
を乗じて得
た額

階数が
１のも
の

地下街
及び地
下室

法第３２条第１項
第５号に掲げる
施設

Ａ に０．００７
を乗じて得
た額

階数が
２のも
の

Ａ に０．００８
を乗じて得
た額

階数が
３以上
のもの

１，９００円上空に設ける通路

１，２００円地下に設ける通路

１，１００円その他のもの

３８円占用面積１平方
メートルにつき
１日

祭礼、縁日その他
の催しに際し、一
時的に設けるもの

法第３２条第１項
第６号に掲げる
施設

３８０円占用面積１平方
メートルにつき
１月

その他のもの

３８０円表示面積１平方
メートルにつき
１月

一時的
に設け
るもの

看板（ア
ーチで
あるも
のを除
く。）

道路法施行令
（昭和２７年政令
第４７９号。以 下
「令」という。）
第７条第１号に
掲げる物件

３，８００円表示面積１平方
メートルにつき
１年

その他
のもの

８７０円１本につき１年標識

３８円１本につき１日祭 礼、
縁日そ
の他の
催しに
際 し、
一時的
に設け
るもの

旗ざお

３８０円１本につき１月その他
のもの

１，１００円１個につき１年変圧塔その他これ
に類するもの及び
公衆電話所

４６０円郵便差出箱及び信
書便差出箱

３，８００円表示面積１平方広告塔

３８円その面積１平方
メートルにつき
１日

祭 礼、
縁日そ
の他の

幕（令第
７条第
４号に
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催しに
際 し、
一時的
に設け
るもの

掲げる
工事用
施設で
あるも
のを除
く。） ３８０円その面積１平方

メートルにつき
１月

その他
のもの

３，８００円１基につき１月車道を
横断す
るもの

アーチ

１，９００円その他
のもの

３８０円占用面積１平方
メートルにつき
１月

令第７条第４号に掲げる工事用施設
及び同条第５号に掲げる工事用材料

１１０円令第７条第６号に掲げる仮設建築物
及び同条第７号に掲げる施設

Ａに０．０１４
を乗じて得
た額

占用面積１平方
メートルにつき
１年

建築物令第７条第９号
に掲げる施設

Ａに０．０１を
乗じて得た
額

その他のもの

前各項に準じて市長が定める
額

その他前各項により難い占用物件

（奈良市準用河川管理条例の一部改正）
第２条　奈良市準用河川管理条例（平成１２年奈良市条例第
７号）の一部を次のように改正する。
　第３条中「第２３条から第２５条まで」を「第２３条、第２４
条、第２５条」に改める。
　第５条第１項中「第２３条から第２５条まで」を「第２３条、
第２４条又は第２５条」に改める。
　別表の１の表中備考以外の部分を次のように改める。
　１　流水・土地占用料

摘要占 用 料単　　位種　　　別区　分

５，１４０円毎秒１リットル
１年につき

鉱工業その他の用
に供するもの

流水占用
料

組立鉄
柱又は
Ｈ柱は
２本と
みなす。

６１０円１本
１年につき

第一種電柱土地占用
料

９４０円１本
１年につき

第二種電柱

１，３００円１本
１年につき

第三種電柱

組立鉄
柱又は
Ｈ柱は
２本と
みなす。

５５０円１本
１年につき

第一種電話柱

８７０円１本
１年につき

第二種電話柱

１，２００円１本
１年につき

第三種電話柱

１，１００円１個
１年につき

公衆電話所

１３０円１メートル
１年につき

外径が４０
センチメ
ートル未
満のもの

埋設
又は
架設
管類

２３０円１メートル
１年につき

外径が４０
センチメ
ートル以
上７０センチ
メートル
未満のも
の

３３０円１メートル
１年につき

外径が７０
センチメ
ートル以
上１００セン

チメート
ル未満の
もの

６６０円１メートル
１年につき

外径が１００
センチメ
ートル以
上のもの

露店、
工事用
建築物
その他
これに
類する
もの

１１０円１平方メートル
１月につき

仮設建築物

１，０８０円１平方メートル
１年につき

通路橋、通路

２，２００円１平方メートル
１年につき

その他前各項に
より難い工作物

農耕地、
採草地
等

１１０円１平方メートル
１年につき

原形のままの占
用

３００円１平方メートル
１年につき

養魚

別表の２の表中備考以外の部分を次のように改める。
２　土石採取料

摘　要採　取　料単　　位種　　　　　別

２９０円１立方メートル砂利

１９０円１立方メートル土砂

２９０円１立方メートルかきこみ砂利

３３０円１立方メートル直径が８センチメ
ートル以上２０セン
チメートル未満の
もの

栗石

２０個を１立
方メートル
とする。

６３０円１立方メートル直径が２０センチメ
ートル以上４０セン
チメートル未満の
もの

転石

１０個を１立
方メートル
とする。

１，２８０円１立方メートル直径が４０センチメ
ートル以上６０セン
チメートル未満の
もの

５，８４０円１立方メートル直径が６０センチメ
ートル以上のもの

（奈良市法定外公共物の管理に関する条例の一部改正）
第３条　奈良市法定外公共物の管理に関する条例（平成１６
年奈良市条例第２３号）の一部を次のように改正する。
　第５条第２項第２号中「９９０円」を「１，０８０円」に改め
る。
（奈良市都市公園条例の一部改正）
第４条　奈良市都市公園条例（昭和４６年奈良市条例第１４号）
の一部を次のように改正する。
　　別表の２の表中備考以外の部分を次のように改める。
　　２　都市公園を占用する場合

金　　額期　間単　位占　　用　　物　　件

６１０円１年１本第一種電柱電柱、電
線、変圧
塔その他
これらに
類するも
の

９４０円第二種電柱

１，３００円第三種電柱

５５０円第一種電話柱

８７０円第二種電話柱

１，２００円第三種電話柱

５５円その他の柱類

５円１年１メートル共架電線その他上空
に設ける線類
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３円地下に設ける電線そ
の他の線類

５４０円１年１個地表に設ける変圧器

３３０円１年１平方メー
トル

地下に設ける変圧器

５４０円１年１基簡易型携帯電話シス
テム無線基地局

１，１００円１年１個変圧塔その他これに
類するもの

２３円１年１メートル外径が０．０７メートル
未満のもの

水道管、
下水道管、
ガス管そ
の他これ
らに類す
るもの

３３円外径が０．０７メートル
以上０．１メートル未満
のもの

４９円外径が０．１メートル以
上０．１５メートル未満
のもの

６６円外径が０．１５メートル
以上０．２メートル未満
のもの

９８円外径が０．２メートル以
上０．３メートル未満の
もの

１３０円外径が０．３メートル以
上０．４メートル未満の
もの

２３０円外径が０．４メートル以
上０．７メートル未満の
もの

３３０円外径が０．７メートル以
上１メートル未満の
もの

６６０円外径が１メートル以
上のもの

１，２００円１年１平方メー
トル

通路、鉄道、軌道、公共駐車場そ
の他これらに類する施設で地下
に設けるもの

４６０円１年１個郵便差出箱及び信書便差出箱

１，１００円公衆電話所

３８０円１月１平方メー
トル

競技会、集会、展示会、博覧会そ
の他これらに類する催しのため
設ける仮設工作物

８７０円１年１本標識

１，１００円１年１平方メー
トル

防火用貯水槽で地下に設けるも
の

３８０円１月１平方メー
トル

工事用板囲、足場、詰所その他の
工事用施設

土石、竹木、瓦その他の工事用材
料の置場

前各項に準じて市長が定める額その他前各項により難い占用物
件

附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この条例の施行の際、現に道路法（昭和２７年法律第１８０
号）第３２条第１項の規定により道路の占用の許可を受け
ている者又は現に占用している者の当該占用に係る占用
料の額については、第１条の規定による改正後の奈良市
道路占用料に関する条例別表の規定にかかわらず、なお
従前の例による。
３　この条例の施行の際、現に河川法（昭和３９年法律第１６７
号）第１００条第１項において準用する同法第２３条、第２４条

又は第２５条の規定により河川の占用等の許可を受けてい
る者又は現に占用等をしている者の当該占用等に係る流
水占用料等の額については、第２条の規定による改正後
の奈良市準用河川管理条例別表の規定にかかわらず、な
お従前の例による。
４　この条例の施行の際、現に奈良市法定外公共物の管理
に関する条例第４条第１項の規定により許可を受けてい
る者又は現に占用している者の当該占用に係る占用料の
額については、第３条の規定による改正後の奈良市法定
外公共物の管理に関する条例第５条第２項第２号の規定
にかかわらず、なお従前の例による。
５　この条例の施行の際、現に都市公園法（昭和３１年法律
第７９号）第５条第２項又は第６条第１項若しくは第３項
の規定により都市公園の使用の許可を受けている者又は
現に使用している者の当該使用に係る使用料の額につい
ては、第４条の規定による改正後の奈良市都市公園条例
別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市消防長及び消防署長の資格を定める条例をここに
公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第１７号

奈良市消防長及び消防署長の資格を定める条例
（趣旨）
第１条　この条例は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）
第１５条第２項の規定に基づき、消防長及び消防署長の資
格を定めるものとする。
（消防長の資格）
第２条　消防長の資格は、次のとおりとする。
敢　消防職員として消防事務に従事した者で、消防署長
の職又は消防本部、消防学校若しくは消防職員及び消
防団員の訓練機関における消防署長の職と同等以上と
認められる職に１年以上あったものであること。
柑　消防団員として消防事務に従事した者で、消防団長
の職に２年以上あったものであること。
桓　市町村の行政事務に従事した者で、市町村の長の直
近下位の内部組織の長の職その他市町村におけるこれ
と同等以上と認められる職に２年以上あったものであ
ること。
（消防署長の資格）
第３条　消防署長の資格は、次のとおりとする。
敢　消防吏員として消防事務に従事した者で、消防司令
以上の階級に１年（消防長が定める教育訓練を消防大
学校において受けた者については、１年から当該教育
訓練の課程に応じ消防長が定める期間を控除した期
間）以上あったものであること。
柑　消防吏員として消防事務に従事した者で、消防司令
補以上の階級に３年（消防長が定める教育訓練を消防
大学校において受けた者については、３年から当該教
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（奈良市立高等学校における授業料の特例に関する条例
の廃止）
第２条　奈良市立高等学校における授業料の特例に関する
条例（平成２２年奈良市条例第３４号）は、廃止する。
　　　附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　第１条の規定による改正後の奈良市立高等学校及び幼
稚園における授業料等に関する条例第３条及び別表の規
定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）
以後に奈良市立高等学校に入学する者に係る授業料の徴
収について適用し、施行日前から引き続き在学する者に
係る施行日以後の授業料の徴収については、なお従前の
例による。
３　施行日前から引き続き高等学校等（公立高等学校に係
る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関
する法律の一部を改正する法律（平成２５年法律第９０号）

による改正前の公立高等学校に係る授業料の不徴収及び
高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成２２年法
律第１８号）第２条第１項に規定する高等学校等をいう。）
に在学する者で施行日以後に奈良市立高等学校に転学す
るものに係る授業料の徴収については、なお従前の例に
よる。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市公民館条例の一部を改正する条例をここに公布す
る。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第２０号

奈良市公民館条例の一部を改正する条例
　奈良市公民館条例（昭和３９年奈良市条例第１３号）の一部
を次のように改正する。
　第２条第２項の表都跡公民館尼辻分館の項を削る。
　第２条の３第１項中「公民館」を「奈良市生涯学習セン

育訓練の課程に応じ消防長が定める期間を控除した期
間）以上あったもの（前号に該当する者を除く。）で
あること。
桓　消防団員として消防事務に従事した者であって、消
防団の副団長の職その他消防団におけるこれと同等以
上と認められる職に３年以上あったもので、消防長が
定める教育訓練を消防大学校において受けたものであ
ること。

　　　附　則
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市火災予防条例の一部を改正する条例をここに公布
する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第１８号

奈良市火災予防条例の一部を改正する条例
　奈良市火災予防条例（昭和３７年奈良市条例第１２号）の一
部を次のように改正する。
　第３０条の４第４項中「第３７条第７号から第７号の３まで」
を「第３７条第４号から第６号まで」に改める。

　　　附　則
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市立高等学校及び幼稚園における授業料等に関する
条例の一部を改正する等の条例をここに公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第１９号

奈良市立高等学校及び幼稚園における授業料等に関
する条例の一部を改正する等の条例

（奈良市立高等学校及び幼稚園における授業料等に関す
る条例の一部改正）
第１条　奈良市立高等学校及び幼稚園における授業料等に
関する条例（昭和６１年奈良市条例第９号）の一部を次の
ように改正する。
　第３条第１項中「の納付月及びその月」を「は分割し
て納付するものとし、各期」に、「次の表」を「別表」
に改め、同項の表を削り、同条第２項中「前項の各納付
月の」を「各期における」に改める。
　　附則の次に次の別表を加える。
　別表（第３条関係）

　　１　高等学校
第４期

（１〜３月分）
第３期

（１０〜１２月分）
第２期

（７〜９月分）
第１期

（４〜６月分）区　分

円円円円

納付額 ２５，５００２５，５００２５，５００２５，５００市内生

２９，７００２９，７００２９，７００２９，７００市外生

　　２　幼稚園
第３期

（１〜３月分）
第２期

（９〜１２月分）
第１期

（４〜８月分）区　分

円円円
納付額

１８，９００２５，２００３１，５００
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　　　附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この条例による改正後の奈良市非常勤消防団員に係る
退職報償金の支給に関する条例別表の規定は、平成２６年
４月１日以後に退職した非常勤消防団員について適用
し、同日前に退職した非常勤消防団員については、なお
従前の例による。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公
布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第２２号

奈良市議会委員会条例の一部を改正する条例
　奈良市議会委員会条例（昭和４９年奈良市条例第５２号）の
一部を次のように改正する。
　第２条第２項第１号中「総務部」の次に「、財務部、会
計契約部」を加え、同項第２号中「観光文教水道委員会」
を「観光文教委員会」に、「、教育委員会及び水道局」を
「及び教育委員会」に改め、同項第５号中「建設委員会」
を「建設企業委員会」に、「及び建設部」を「、建設部及
び企業局」に改める。

　　　附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この条例の施行の際現にこの条例による改正前の奈良
市議会委員会条例（以下「旧条例」という。）の規定に
より、次の表の左欄に掲げる常任委員会の委員、委員長
又は副委員長である者は、この条例の施行の日に、この
条例による改正後の奈良市議会委員会条例（以下「新条
例」という。）の規定により、それぞれ同表の右欄に掲
げる常任委員会の委員、委員長又は副委員長に選任さ
れ、又は互選されたものとみなす。

３　前項の規定により選任され、又は互選されたものとみ
なされる委員の任期は、新条例第３条第１項本文の規定
にかかわらず、平成２６年８月１９日までとする。
４　この条例の施行の際現に旧条例に規定する常任委員会
の所管事務調査事項及び付託されている継続審査事件
は、それぞれ新条例第２条の規定により当該事項及び事
件を所管することとなる常任委員会の所管事務調査事項

ター、奈良市立中部公民館及び奈良市立西部公民館」に改
め、同項ただし書を削り、同条中第２項を第４項とし、第
１項の次に次の２項を加える。
２　前項に掲げる公民館以外の公民館の開館時間は、午前
９時から午後５時までとする。ただし、別表に掲げる施
設の使用については、午後９時までとする。
３　前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があ
ると認める場合は、あらかじめ教育委員会の承認を得
て、公民館の開館時間を変更することができる。
　別表都祁公民館の部中
「
　 　を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「
　 　に改める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

360480360実習室

450600450実習室１

360480360実習室２

　　　附　則
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する
条例の一部を改正する条例をここに公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第２１号

奈良市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関
する条例の一部を改正する条例

　奈良市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する
条例（昭和３９年奈良市条例第３７号）の一部を次のように改
正する。
　別表を次のように改める。

総務委員会総務委員会

観光文教委員会観光文教水道委員会

厚生消防委員会厚生消防委員会

市民環境委員会市民環境委員会

建設企業委員会建設委員会

別表（第２条関係）
退職報償金支給額表

勤　　　務　　　年　　　数
階　級

３０年以上２５年以上
３０年未満

２０年以上
２５年未満

１５年以上
２０年未満

１０年以上
１５年未満

５年以上
１０年未満

千円千円千円千円千円千円
９７９７７９５９４４５９３４４２３９団長

９０９７０９５３４４２９３２９２２９副団長

８４９６５９５１３４１３３１８２１９分団長

８０９６２４４７８３８８３０３２１４副分団長

７３４５６４４３８３５８２８３２０４部長及び班長

６８９５１９４０９３３４２６４２００団員

予算決算委員会予算決算委員会
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及び付託された継続審査事件とみなす。
（平成２６年３月２６日掲示済）

　　　 　　　
　奈良市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当の
額並びにその支給に関する条例の一部を改正する条例をこ
こに公布する。
　平成２６年３月２６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
　奈良市条例第２３号

奈良市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手
当の額並びにその支給に関する条例の一部を改正す
る条例

　奈良市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当の
額並びにその支給に関する条例（平成２０年奈良市条例第３６
号）の一部を次のように改正する。
　第２条第１号中「８３０，０００円」を「７３３，０００円」に改め、
同条第２号中「６９５，０００円」を「６４４，０００円」に改め、同条
第３号中「６４３，０００円」を「５９６，０００円」に改める。
　　　附　則
　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。

（平成２６年３月２６日掲示済）
　　　 　　　
　奈良市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。
　平成２６年３月３１日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市条例第２４号

奈良市税条例の一部を改正する条例
　奈良市税条例（昭和４６年奈良市条例第１２号）の一部を次
のように改正する。
　附則第６条を次のように改める。
第６条　削除
　附則第６条の２及び第６条の３を削る。
　附則第８条第１項中「平成２７年度」を「平成３０年度」に
改める。
　附則第１０条の２の見出し中「附則第１５条第２項第６号」
を「附則第１５条第２項第１号」に改め、同条第３項中「附
則第１５条第３７項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同項を
同条第６項とし、同条第２項中「附則第１５条第９項」を
「附則第１５条第８項」に改め、同項を同条第５項とし、同
条第１項を同条第４項とし、同項の前に次の３項を加え
る。
　法附則第１５条第２項第１号に規定する市町村の条例で
定める割合は３分の１とする。
２　法附則第１５条第２項第２号に規定する市町村の条例で
定める割合は２分の１とする。
３　法附則第１５条第２項第３号に規定する市町村の条例で
定める割合は２分の１とする。
　附則第１０条の２に次の２項を加える。
７　法附則第１５条第３７項に規定する市町村の条例で定める
割合は３分の２とする。
８　法附則第１５条第３８項に規定する市町村の条例で定める

割合は４分の３とする。
　附則第１０条の３に次の１項を加える。
１０　法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋につい
て、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震
基準適合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内
に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第
７条第１１項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写
し、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法
律第１２３号）第７条又は附則第３条第１項の規定による報
告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令附則第１２条第２４
項に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して
市長に提出しなければならない。
敢　納税義務者の住所及び氏名又は名称
柑　家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積
桓　家屋の建築年月日及び登記年月日
棺　耐震改修が完了した年月日
款　施行規則附則第７条第１１項に規定する補助の算定の
基礎となつた当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に
要した費用
歓　耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告
書を提出する場合には、３月以内に提出することがで
きなかつた理由

　附則第２６条第１項及び第２項中「平成２６年度」を「平成
２９年度」に改める。
　附則第２８条の５第２項を次のように改める。
２　第６２条の規定は、法第３４８条第２項第９号、第９号の２
又は第１２号の固定資産について法附則第４１条第３項の規
定の適用を受けようとする一般社団法人又は一般財団法
人について準用する。この場合において、第６２条中「公
益社団法人若しくは公益財団法人」とあるのは、「法附則
第４１条第３項に規定する一般社団法人若しくは一般財団
法人」と読み替えるものとする。
　附則第２８条の５第３項を削る。
　附則第２８条の５の２中「附則第４１条第１５項各号」を「附
則第４１条第９項各号」に改め、同条第１号及び第２号中「附
則第４１条第１５項」を「附則第４１条第９項」に改める。
　附則第２８条の１０（見出しを含む。）中「附則第１５条第３７
項」を「附則第１５条第３４項」に改める。
　附則第３５条中「第１２項、第１６項から第２４項まで、第２６項、
第２７項、第２９項、第３３項、第３７項若しくは第３８項」を「第
１１項、第１５項から第２２項まで、第２４項、第２６項、第３０項、
第３４項、第３５項若しくは第４０項」に改める。
　　　附　則
（施行期日）
第１条　この条例は、平成２６年４月１日から施行する。
（市民税に関する経過措置）
第２条　別段の定めがあるものを除き、この条例による改
正後の奈良市税条例（以下「新条例」という。）の規定
中個人の市民税に関する部分は、平成２６年度以後の年度
分の個人の市民税について適用し、平成２５年度分までの
個人の市民税については、なお従前の例による。
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（固定資産税に関する経過措置）
第３条　別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固
定資産税に関する部分は、平成２６年度以後の年度分の固
定資産税について適用し、平成２５年度分までの固定資産
税については、なお従前の例による。
２　新条例附則第１０条の２第１項の規定は、平成２６年４月
１日以後に取得される地方税法等の一部を改正する法律
（平成２６年法律第４号）第１条の規定による改正後の地
方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「新法」という。）
附則第１５条第２項第１号に規定する施設又は設備に対し
て課すべき平成２７年度以後の年度分の固定資産税につい
て適用する。
３　新条例附則第１０条の２第２項の規定は、平成２６年４月
１日以後に取得される新法附則第１５条第２項第２号に規
定する施設又は設備に対して課すべき平成２７年度以後の
年度分の固定資産税について適用する。
４　新条例附則第１０条の２第３項の規定は、平成２６年４月
１日以後に取得される新法附則第１５条第２項第３号に規
定する施設又は設備に対して課すべき平成２７年度以後の
年度分の固定資産税について適用する。
５　新条例附則第１０条の２第７項の規定は、平成２６年４月
１日以後に取得される新法附則第１５条第３７項に規定する
設備に対して課すべき平成２７年度以後の年度分の固定資
産税について適用する。
６　新条例附則第１０条の２第８項の規定は、平成２６年４月
１日以後に取得される新法附則第１５条第３８項に規定する
機器に対して課すべき平成２７年度以後の年度分の固定資
産税について適用する。
７　新条例附則第１０条の３第１０項の規定は、平成２６年４月
１日以後に耐震改修が行われる同項に規定する耐震基準
適合家屋に対して課すべき平成２７年度以後の年度分の固
定資産税について適用する。
（都市計画税に関する経過措置）
第４条　別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都
市計画税に関する部分は、平成２６年度以後の年度分の都
市計画税について適用し、平成２５年度分までの都市計画
税については、なお従前の例による。
２　この条例の施行の日から都市再生特別措置法等の一部
を改正する法律（平成２６年法律第３９号）の施行の日の前
日までの間における新条例附則第３５条の規定の適用につ
いては、同項中「、第３５項若しくは第４０項」とあるのは
「若しくは第３５項」とする。

（平成２６年３月３１日掲示済）
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奈 良 市 民 憲 章

　奈良は日本のふるさと。美しい自然とすぐれた文化遺

産を守り、古都に住むものにふさわしい自覚と誇りに生

きましょう。

　奈良は未来をひらくまち。青少年は健康で、はつらつ

と、正しく強い人間になりましょう。

　奈良は善意のまち。みんなのしあわせのために、おた

がいに助けあいましょう。

　奈良は清潔で平和なまち。旅行者にはあたたかく親切

に接しましょう。

　奈良はのびゆくまち。市民の創意で、伝統と調和のと

れた新しい住みよいまちづくりをしましょう。
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